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研究成果の概要（和文）：本研究では，全体提携が維持される．つまり，どのプレーヤーも全体提携から逸脱す
ることがない配分であるコアの精緻化としての配分およびその配分の枠組みについて議論した．コア配分下にお
いては，全体提携は維持されるが，必ずしも，全体提携を導く，つまり，コア配分を目指して，全体提携が形成
されるわけではない．
　本研究では，いくつかの提携の拡大が，直接，各プレーヤーの利得の拡大に結びつくような，利得配分の枠組
みの概念を導入して，この配分の枠組みについて議論し，種々の性質を明らかにした．
また，この提案概念と既存概念との比較と存在のための必要十分条件を与えた．

研究成果の概要（英文）：The core is a solution concept for coalitional games that require no 
coalition to break away from the grand coalition and take a joint action that makes all of them 
better off. In other words, no player has an incentive to split from the grand coalition under core 
allocations; more specifically, under core allocations, the grand coalition is maintained and 
stable.
In this study, we propose and discuss a new solution concept (i.e.,set of allocations) under which 
each player has some incentive to form the grand coalition and a new notion of　allocation scheme, 
sub-population monotonic allocation scheme(sub-pmas for short), as an extension of population 
monotonic allocation scheme (pmas for short). 
Furthermore, some relations among the notion of core, pmas, and sub-pmas and an existing theorem of 
sub-pmas are shown.

研究分野： 社会・安全システム工学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究では，協力ゲームの枠組みを用いて，どのような利得配分の枠組みが，協力行動の拡大・推進をもたらす
のかについて議論した．また，協力行動を壊さないことと，拡大・推進することの差異についても議論した．こ
の議論の中で，ある種の公正性が，協力行動を積極的に促すこと，ある局面においては，協力行動を維持するだ
けであれば，公正性は，必ずしも重要ではないことも明らかにした．
以上のことから，協力行動の拡大・維持に関するインセンティブの与え方について，考える上での１つの示唆を
与えたことは，学術的にも社会的にも意義があるといえる．



様 式 Ｃ－１９，Ｆ－１９－１，Ｚ－１９，ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
従来の協力ゲームの理論では, [提携形成→ 配分の受入] のアプローチより, 提携内のプレイヤ

ー全員が受け入れられる(受け入れざるを得ない) 配分とは何かについて, 様々な解概念が研究
されてきた．一方, 各プレイヤーの利得において, パレート改善が見込めるがゆえ, 協力・提携
関係が拡大されていくという観点([配分の提示→ 提携の拡大・形成]) から配分を考えていくと
いうアプローチは, 十分に研究されていない．また，従来のゲーム理論においては，不公正な配
分に対して，コストを払ってでも，相手を罰するような不合理とも言えるような行動は想定して
いない．ただし，現実の局面においては，互酬性やコストをかけた懲罰行動が見られることは少
なくない．例えば， = {1,2,3,4}, (1) = (2) = (3) = 0, (12) = (23) = (13) =  2, (123) =

(124) = (234) = 3, ( ) = 6のとき，配分 (0,2,2,2)は，１つのコア配分であるが，これを目指
して，全体提携 = {1,2,3,4}を形成するであろうか？ = {2,3,4}に対して，懲罰的に，全体提携
の形成を拒否することは十分に考えられる．実際，この場合の = {2,3,4}における利得配分は

(1,1,1)となる(プレイヤー1 の配分も 0 となる)． 
 
 
２．研究の目的 
 本研究では, この従来の「動けなくなる配分（コア）」に対して(加えて), 「そこに動きたくなる
配分（本研究で提案・議論する配分）」について考察し, 新たな解概念を提案すると共に, それが
得られるメカニズムについてゲーム理論的アプローチから明らかにしていく．また，これらの２
つの配分の強弱，包含関係等についても明らかにすることを目的とする．さらに，これらの配分
が実現可能なものであるのか，また，実現可能となる条件はどのようなものか？更には，どのよ
うに提示するのかなどの，配分の枠組みについても検討する．これらにより，より効率的かつ公
正な利得配分とはないかについて探っていくことを目的とする． 
 
 
３．研究の方法 
本研究では，次の 4つのフェーズから成る研究を行った： 
 
・フェーズ 1: パレート改善を行動基準(目標) として，提携の形成(拡大) を進めた際に，そ
の帰結として獲得しうる利得配分の集合を新たな解概念として提案する(便宜上，A(N, v) と
する)． 
 
・フェーズ 2: A(N, v) とコア等との比較を通して，「そこから動けなくなる配分（コア）」と「そ
こに動きたくなる配分（A(N, v)）」の概念としての関係を明らかにする． 
 
・フェーズ 3: 提携拡大・形成を促すような利得の配分枠組みを提案し，その性質について議
論し，明らかにする． 
 
・フェーズ 4: フェーズ 3で提案された枠組みが存在するための必要十分条件を明らかにする． 
 
フェーズ 1,2 は，いわゆるコア配分の精緻化を試みるものであり，フェーズ 3,4 は，population 
monotonic allocation scheme の一般化を試みるものである．また，population monotonic 
allocation scheme 自身も，コア配分の精緻化を目指した概念である．このため，本研究のア
プローチとしては，コア配分の精緻化とその精緻化の一般化を目指したものであるとも解釈で
きる．このため，これらの２つの試みを統合的に捉え，解釈を与えるという方法論によって研
究を進めた． 
 
 

４．研究成果 
本研究では，協力ゲームの枠組みを用いて，どのような利得配分の枠組みが，協力行動の拡大・

推進をもたらすのかについて議論した．また，協力行動を壊さないことと，拡大・推進すること
の差異や強弱についても議論した．この議論の中で，協力行動を維持することよりも，協力行動
を推進することの方が一般的には困難であること，ある種の公正性が，協力行動を積極的に促す
こと，ある局面においては，協力行動を維持するだけであれば，公正性は，必ずしも重要ではな
いことなどを明らかにした．つまり，協力行動の拡大・維持に関するインセンティブの与え方に
ついて考える上での１つの示唆を与えた．これらを，数編の論文および数件の口頭発表によって，
国内外に発信した． 
 
具体的には，以下のような成果が，主な成果として挙げられる： 
 
(1) 協力行動を拡大・形成することが促されている状況においては，協力行動は維持される．

しかしながら，協力行動が維持されている状況が，必ずしも，協力行動の拡大・形成を促
すとは限らないことを明らかにした．また，協力による効果が顕著である場合（ゲームが



凸である場合），提携の維持と拡大は両立することも明らかにされた： 
 
協力ゲーム ( , )において， 
コア ( , ) = { ∈ |∑ ≥ ( ) ∀ ⊆ ,∈ ∑ = ( )} ∈ と 
パレート改善を行動基準として，以下のように達成される利得配分 ( , )  
 
① ( , ) = ( ) 

 
② ( , ) = ⋂ ⋃ { ∈ | ≥  

∈ ,∈ℋ , ∀ ∈ }   ⊆ , | | > 1, 
ℎ ,ℋ( , ) = { ⊂ | ( , ) ≠ , ≠ }    ℎ    . 

 
を導入した．この利得配分 ( , ) は，①１人サブゲームにおける配分は，自身の利得その
ものであり，② 2 人以上のゲーム( , )においては， ( , )は，提携 ⊆ に至る，あら
ゆる提携形成過程において，すべてのプレイヤーが，配分利得を増加させながら，提携拡大
を行った結果と得られる可能性のある利得を，再帰的に，求めたものである．一般的には，

( , ) ≠ となるとは限らない．例えば， = {1,2,3,4}, (1) = (2) = (3) = 0, (12) =
(23) = (13) =  (123) = 1であれば， (123, ) = となる． 

 
以上のような利得配分を考えたとき， ( , )と ( , )間には， ( , ) ⊆ ( , )が常に

成り立つ．また，プレイヤーが３人以下の場合には，等号が成立し，４人以上の場合には，
等号が成立しないゲームが必ず存在することも示された．つまり，３人以下においては，維
持できる提携は，必ず，形成可能であり，これらの概念に差異が認められるのは４人以上の
プレーヤーが存在するゲームにおいてのみであることがわかる．また，ゲームが凸であると
きには，常に等号が成立する． 
 

 
(2) 協力行動を拡大・形成するための利得配分の枠組みを提案し，その枠組みが存在するため

の必要十分条件を与えた．[① 計算によって，その存在を確かめる計算式による定量的な
条件と ②そのような枠組みが存在する状況とはどのような状況であるかを示す定性的な
条件の２種類の条件を与えた]： 

 
協力ゲーム ( , )において，次のような配分のベクトル ( ) ∈ , ∈ ∈ ∏ ∈ を sub-
population allocation scheme とよび，提携が拡大・形成されうる配分の枠組みとして定
義した( ⊆ 2 )： 
 
① ∑ ∈ = ( )   ∈ , 

 
② ≤    ∈  ℎ  , ∈ , ⊆ , 

 
③  ∉ ,    ( ) ∈ , ∈ ∏ ∈       

 ℎ   1  2 ,∄( ) ∈  
 . .  ≤    ∈ ∈  ℎ  ⊆ . 

 
ここで，提携の集合 ⊆ 2 は，形成・実現されうる提携の集合を表し，( ) ∈ , ∈ ∈ ∏ ∈
は，提携 ∈ が形成された際の，各プレーヤー ∈ への利得配分枠組みを表している．こ
のとき， =  ℋ( , ), ( ) ∈ ∈ ( , )が成り立つ．つまり， ∈ ならば， ( , ) ≠
であり， ∉ ならば， ( , ) = である． 

 
  また，このような提携拡大・形成が起こりうる状況，つまり，上で定義された ( , ) およ

び ( ) ∈ , ∈ ∈ ∏ ∈  が存在するための必要十分条件が以下のように与えられた： 
 

拒否権プレイヤーを持つシンプルゲームの集合 ( , ) ∈ と正の係数集合( ) ∈ が存在し
て (i.e., ( ) ∈ {0,1},  ( − ) = 0 ∀ ∈ 2 ,∀ ∈ )，次の３条件を満たす： 
 

① ( ) = ∑ ∈ ( ) ∀ ⊆  
 

② ( )  ≤ ( )    ∈  ℎ  , ∈ , ⊆ , 
 

③  ∉ ,∃ ( ⊇ ) ∈  , ∈  . . ( ) > ( )   .  
 

つまり，このような提携拡大・形成が起こりうる状況は，つぎの①〜③を満たすような状況
であるといえる：① 拒否権を持つプレイヤーが存在するシンプルゲーム(拒否権ゲーム)の正
の線型結合として表すことができる．また，それらの拒否権ゲームは，② すべて， ,上では



単調である．一方，③ 任意の提携 ∉ は，少なくとも１つの拒否権ゲーム において，あ
る ∈ との間の単調性を崩す．また，上記 ①〜③と Farkas の補題より，このような状況が
起こるとき(ため)の に関する不等式群が導かれる．この不等式群は，非常に複雑であるため，
ここでの詳細な説明は割愛するが，直感的には， (12) + (23) + (34) ≤ (123) + (234)
（1,4 が１回，2,3 が２回出現するような場合）や， (12) + (23) + (34) + (14)  ≤
2 (1234) （1,2,3,4 が各２回出現するような場合）のように，全体としては，より大きな提
携{123}や{234}（1,4 が１回，2,3 が２回出現するような場合）や {1234}（1,2,3,4 が各２回
出現するような場合）を形成する方がより大きな利得を生むような状況を表現している不等
式群となっている． 
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